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●まえがき
　本研究は、「新たな職」の一つとして導入された「副校長職」を対象とし、その政策策定過程が孕む問題を教育ガバナンスの視点から考察するものである。
　2008年、副校長職が全国的に導入されたものの、現状ではその新しい職が十分設置されているとは考えづらい。長い間学校現場では、専決権を生かした校長の補佐機能を高める存在が希求されていたのにもかかわらず、新しい職は地方自治体によって運用されず、職が形骸化してしまっている状況がある。そこで筆者は、このような日本の副校長職がほとんど運用されていない状況に問題意識を持ち、本研究に着手した。そして、職が運用されない背景には、副校長職が有する2つの法的特徴の不整合があると考えた。そこで、その不整合を生み出した政策策定過程を明らかにし、教育ガバナンスの視点からその問題を考察していくこととした。
　ここで先に本論の大枠の流れを提示しておきたいと思う。（なお、詳しい要約は42頁に記載している。）
　まず、序章では、副校長職に関する基本的知識や運用面での課題を提示する。そして、先行研究などの見解などを検討したのち、その運用問題の背景には、副校長職が持つ二つの規定の不整合があり、そういった規定の不整合を生み出した政策策定過程に問題があるだろうことを示す。
　第1章では、本研究の目的を提示したのち、副校長職の政策策定過程を分析していくための、言葉の定義や検証方法を説明していく。そして、本研究では「現場側のアクター」を「全国公立学校教頭会」と定め、そのアクターが政策策定過程に参加できない状態が「問題がある状態」と考える筆者の立場を明らかにする。
第2章では、各アクターの概要とそれらのアクターがどういった関係性にあるのかを確認し、政策策定過程を検討していく上での観点を具体化させる。
第3章では、副校長を「新しい職位」とする政策案をだしたのは、教育再生会議であり、これは教員処遇のような全く別の観点からでてきたもので、現場側のアクターの意見が政策形成に取り入れられていないだろうことを示す。
第4章では、その後政策案が審議された中教審の分科会での審議過程を見ていく。そして形式上はヒアリングが存在しており、そこで現場側のアクターが職の規定に関する意見を述べた可能性が高いものの、その後の審議にそれが全く取り上げられていないことを指摘する。つまり、実質的には副校長職の政策策定過程に現場側のアクターが参加できておらず、政策策定過程が一方的なものとなっていたことを示す。
　終章では、これまでの政策策定過程を振り返り、副校長職の政策策定過程の一方向性を指摘し、仮説が検証されただろうことを示す。そして、最後に本研究の示唆と残された課題を提示することで、本研究のまとめとしたい。
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●序章
第1節　副校長職の概要
第1項　副校長の職務とその導入目的
副校長は2008年の学校教育法一部改正の中で、主幹教諭及び指導教諭とともに新たに導入された職である。一般的に「副校長」と聞くと、「校長の次に偉い人」というイメージを持つだろう。だが、これまで校長の補佐役を務めてきた「教頭」との違いは何かと聞かれたら答えに窮する人が多いかもしれない。そのため、ここでは教頭との比較を通して、副校長という職の法的規定及びその目的について説明していきたいと思う。
改正後の学校教育法を見てみると、「副校長は、校長を助け、命を受けて校務をつかさどる」（37条第5項）、「教頭は、校長（副校長を置く小学校にあっては、校長及び副校長）を助け、校務を整理し、及び必要に応じ児童の教育をつかさどる」（37条第7項）と規定されている。これら2つの条文を含めた法的規定の違いを整理すると以下の表のようになる。
【表1
　副校長と教頭の違い】
	副校長
	教頭

	・校長から命を受けた範囲で校務の一部を自らの権限で処理することができる
　（＝専決権を所有している）

	・校長を助けることの一環として校務を整理するにとどまる
・必要に応じ児童の教育をつかさどる

	・副校長と教頭を併せておく学校においては、教頭は校長及び副校長を補佐する
　※副校長はあくまで「置くことができる」職であり、必置の職ではない


　上記の表から読み取れるように、副校長は教頭の上司にあたり、教頭と比べて「管理職」としての権限が法的に強化された職であると考えられる。それを最も顕著に表すこととして、副校長が校務を自らの権限で処理できる「専決権」が付与されたことが挙げられる。これまでは校務の最終決定権が全て校長にあったため、教頭は自分の権限で判断をして校務を取りしきることが不可能であった。しかしながら、副校長の場合は校長から任された校務に関して自分の権限で処理できるため、管理職の一員として学校運営において校長の補佐をしやすくなったと言える。
　これに加えて、副校長の規定には教頭の「必要に応じ児童の教育をつかさどる」という一文が含まれていないことも注目すべき点である。これまで教頭が授業を行うことが常態化しており、管理職としての地位が曖昧化しているとの指摘がたびたびされていた
。それをうけて、副校長の規定からは上記の一文を削除し、特別な場合のみ校長の命を受けて授業を行うという形式にしたと考えられる。
　だが、なぜ副校長のような管理職としての権限を強化した副校長職が必要だったのか。これには教育の地方分権化に伴い、校長の業務が従来よりも複雑化してしまった背景が強く関係しているであろう。研究者たちが指摘
しているように、「今後の地方教育行政の在り方について
」が答申されて以降、各学校に与えられる裁量権は大きくなり、校長一人で学校運営を行うことは年々厳しくなっていたという現状がある。そしてそれに伴い、管理職として校長とともに学校運営に携われる存在を置き、「校長の補佐機能を強化すること」が学校現場から強く求められていたのである。事実、副校長が設置される約8年前に出された「教育改革国民会議報告－教育を変える17の提案－（平成12年12月22日）
」にも校長を補佐する運営スタッフの強化についての言及があり、そこからも「校長の補佐機能」は長年の課題であったことが読み取れる。　　
このことを踏まえると、文科省の通知
には副校長職の導入目的は「校長のリーダーシップの下、組織的・機動的な学校運営を行うためである」という内容しか書かれていないものの、学校運営において「校長の補佐機能を強化すること」が現場で求められており、それにこたえる形で専決権を持つ副校長を導入したと考えられる。
　
第2項 「新しい職位の設置」と学校内の重層化
前項では、学校教育法の規定から、校長の補佐機能を強化するために「副校長は教頭よりも管理職としての権限を強化した職」であると説明した。しかしながら、副校長という職について考える際に、もう一つ忘れてはならないことがある。それは副校長が主幹教諭や指導教諭とともに「新しい職位」として規定されたことである。ここでいう「新しい職位」とは、これまで存在していた「校長・教頭・主任・一般教員」という職位を副校長に置き換える（例えば、教頭を副校長に名称変化をして置き換える）のではなく、既存の職位に加えて新たな職位を設置するということである。具体的に言えば、従来「校長・教頭・主任・一般教員」だった学校内の職位が、学校教育法一部改正後は「校長・副校長・教頭・主幹教諭・指導教諭・主任・一般教員」に増加したということである。ただ、今回加えられた副校長・主幹教諭・指導教諭はあくまで「置くことができる職」であり、必置の職ではない。
新しい職位を学校内に設置することは、学校組織を重層化させるという点で大きな意味を持っている。周知の通り、「学校組織の重層化」は30年以上前から論争が繰り広げられてきたテーマである。代表的な論争である伊藤和衛と宗像誠也による「重層・単層構造議論」をはじめ、学校を重層化させるか否かについて「学校組織の特殊性」という観点から活発に意見がかわされてきた
。そして、現在でも学術的な論争は平行線を辿ったままである。だが一方で、学校組織の制度的構造は、学校の機動性向上を目指し、着実に重層化されていった。例えば、1947年度から始まった新学制における小・中学校の運営組織は非常に単純なもので、校長と教諭その他の職員からなるいわゆる鍋蓋型組織構造であった。しかしながら、1974年の教頭の法制化、そしてその翌年の主任制度の法制化を経て、段階的に学校内に階層が設けられていったのである。このような歴史的変遷を踏まえると、今回の副校長・主幹教諭・指導教諭という「新しい職位」の導入は学校組織を重層化させるための第3段階だと捉えられる。
では、どうしてこのタイミングでさらなる重層化がすすめられたのだろうか。これには菱村
が指摘するように「いじめや不登校といった学校が抱える問題が複雑化し、危機管理能力を高める必要があったこと」など、学校が対応しなければならない問題が近年より複雑で困難なものとなった背景が関係していると思われる。それゆえ学校をさらに重層化させることによって、指揮系統を明確化させ、問題が起きた時に全職員が機動的に対応できる学校運営体制を構築することが学校現場で希求されていたのである。
このように、副校長という職は、学校現場の改善を目的として、第1項で述べた校長の補佐機能を強化するための「専決権の付与」だけではなく、学校組織の重層化を目的とした「新しい職位」という法規上の特徴を持っていると考えられる。ここで改めて、第1節で述べてきた副校長職の法規上の特徴とその目的をまとめると表2のようになる。これを踏まえた上で、次節からは実際に副校長という職が全国でどのように運用されているのかを見ていきたい。
【表2
 副校長職が持つ法規上の特徴とその目的】
	法規上の特徴
	目的

	（1）　専決権の付与
　（管理職としての権限強化）
	校長の補佐機能を強化すること

	（2）新しい職位として設置

	学校組織の機動性向上
（学校組織の重層化）


第2節　副校長職の運用状況とその課題
第1項　副校長職の設置状況
　本節では、副校長職の導入から5年が経った現在の職の運用状況及びその課題について見ていこうと思う。ここで改めて確認しておくと、副校長・主幹教諭・指導教諭は必置の職ではなく、あくまで「置くことができる職」である。つまり、国が一律に設置を義務付けるのではなく、設置の有無を含めて地方自治体が運用方法を決めることができる職となっている。この理由の一つとして、文科省は小規模校などもともと教員数の少ない学校では、新しい職を設置することが困難であるため、学校規模に応じて適切に地方自治体が運用できるようにするためと述べている
。
では、早速だが副校長職が全国でどれだけ設置されているか確認していこう。文部科学省が実施した「平成24年度公立学校教職員の人事行政状況調査について
」によると、2013年4月の段階で全都道府県の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校をあわせて副校長は3,625名となっている。前年より70人程度増加しているものの、同年の教頭の数が34,087名であるのと比べると、その設置数は非常に少ないと言わざるをえない。
これは大規模校だけに副校長が設置されている結果とも考えられるが、実際のところはそういう訳でもない。例えば、上記の統計によると埼玉県では副校長のいる学校は18人となっている。しかしながら、同県には小中学校だけでも19学級以上の学校が約400校存在しているため
、そのほとんどの学校に副校長が設置されていないことになる。ちなみに、主幹教諭のほうは431人ほど設置されており、計算上はこれらの学校全てに配属できることとなっている。あくまでこれは埼玉県の例であるが、副校長が50人以上設置されているのは、都道府県と政令指定都市をあわせた67の地方自治体の内、岩手県、東京都、静岡県、岡山県のみであるため、ほとんどの地方自治体が同じ状況であると推測できる。このように、公立学校教職員に関する統計からは、地方自治体は副校長という職をほとんど設置しておらず、その職自体が形骸化してしまっている実態が見えてくる。
第2項　地方自治体による副校長職の運用形態
　一方、副校長を設置している地方自治体がどのような形で副校長という職を運用しているかもここで述べておくべきだろう。先ほどの統計を分析していくと、副校長は43の地方自治体で設置されているものの、その数のほとんどを東京都と岩手県の副校長が占めていることが分かる。具体的には、東京都が2,139人、岩手県が619人となっており、全体数と照らし合わせると、この2つの都県だけで全体の8割以上を占めることとなる。では、なぜこの二つの都県だけ副校長の数が格段に多いのか。実は、それは東京都と岩手県が従来の教頭を副校長と名称変化させる形で、職の運用を行っているからである。
　もともと東京都では学校教育法一部改正以前から、教頭を副校長に名称変化させる形で副校長という職を運用していた。長年にわたって、教頭の管理職としての位置づけの曖昧さや、教頭の業務量の多さなどが問題視されていたのをうけ、2004年に「教頭は、副校長と称する。」という規定を、「東京都立学校の管理運営に関する規則
」に追加することで、教頭をより管理職というイメージの強い「副校長」という名称に変更したのである。もちろんその際、ただ名称を変化させるだけではなく、都は副校長が自ら処理できる校務を規定し、校長のトップマネジメントを強化するために管理職としての権限拡充も行っている。そして学校教育法一部改正後も、東京都はそれまでの形式通り、従来の教頭を正式に副校長として位置づけ、職の運用を行うこととし、岩手県も東京都をモデルとして同様の形式をとることとしたのである。
　このことを踏まえると、現在の副校長職の運用形態には主に2種類あることがわかる。一つ目がこれまで述べてきた東京都と岩手県のように従来の教頭を副校長に置き換える「名称変化方式」、もう一つが副校長を教頭とは別個に新しい職位として設置する「教頭との併置方式」である。これは、学校内に教頭とは別に副校長を設置し、副校長は教頭の上司として位置づけられる。ちなみに、教頭との併置方式で設置された副校長は東京都と岩手県を除いた867名のみということになる。つまり、一部の名称変化方式をとる都県のみに副校長は偏っており、それ以外の地方自治体に設置されている副校長は、非常に少数であることが分かるだろう。
第3節　副校長の「2つの職の規定」が孕む問題点の指摘
第1項　副校長職の運用を妨げる要因の検討
　前節では、多くの地方自治体が副校長という職を運用しておらず、職が形骸化してしまっているという実態を見てきた。では、一体なぜ副校長職はこれほどまで運用されていないのだろうか。
　まず考えられる要因としては、職が導入されてからの時間が短いということが挙げられる。教育に関する新しい施策が実施されてから、実際に根付くまでには相当な時間がかかるため、職の導入から5年という期間では十分な設置が見込めないことは当然である。しかしながら、副校長という職に関して言えば、時間的要因だけが設置を妨げているとは考えにくい。なぜなら、副校長と同時に法制化された主幹教諭は同年に19,089人ほど設置
されており、主幹教諭との設置数の差が既に6倍ほどに達しているからである。このことを踏まえると、時間的要因以外にも何か副校長が設置されない別の大きな理由があると示唆される。
　そこで先行研究
を見てみると、導入時から運用面で懸念されていた問題として「教職員定数」の問題が挙げられる。教職員定数とは、法律に基づき都道府県ごとに配置されるべき教職員総数のことである
。義務教育諸学校の基礎教員定数は、学級数に学校規模ごとの法定係数を乗じて算定されている。これがどう問題となるかというと、副校長は一般教員の定数に含まれ、実質的に学校の教員数自体は増えないため、地方自治体が副校長職を新たに設置すると、同時に一般教員の数を減らす必要があるということになる。そのため、逆に教育現場の多忙化につながり、運用が困難であるとの指摘がその中でなされていた。しかしながら、この教職員定数の問題も副校長だけではなく、主幹教諭も同様の状況にあるため、副校長職が主幹教諭より設置されていない理由であるとは言えないだろう。
　では、副校長が設置されていない他の要因とは何なのだろうか。これに対して筆者は、第1節で示した副校長職が有する法規上の特徴（1）専決権の付与（2）新しい職位としての設置という2つが相容れないものであるために、副校長職の運用に支障が出ていると考える。詳しくは次項で説明していくが、端的に言えば、もともと2つの規定自体が不整合を孕んでいるため、実際に副校長という職を運用しようとすると学校現場で問題が生じてしまい運用できなくなっているということである。
先に断っておくと、職の導入からの日が浅いこともあり、副校長職の運用実態を近年研究したものは存在しておらず、先行研究から上記の要因が運用に支障をきたす要因であるというエビデンスを得ることはできなかった。加えて、直接地方自治体から上記の理由で副長職を運用していないあるいは運用できないという話を聞けたわけではない。しかしながら、筆者は次項で述べる理由により、副校長職の2つの法規上の特徴が相容れないことが、少なくとも運用に支障をきたす一要因にはなっていると確信している。そのことを踏まえた上で、次項に進んでいただければ幸いである。
第2項　副校長職の2つの規定が孕む問題点の指摘
　前項で述べたように、筆者は、現在副校長という職が運用されていないのは、副校長職が有する法規上の特徴（1）専決権の付与（2）新しい職位としての設置という2つが相容れないために、運用時に学校現場で混乱が生じる可能性が高いからだと考えている。本項ではこの問題について、詳しく説明していきたい。
　まず、筆者が用いている「2つの規定が相容れない」とはどういう意味を指すのかというと、（1）の専決権はもともと教頭または教頭を名称変化した副校長に付与されるはずだったものであり、教頭とは別個で新しい職位として併置された副校長に付与されることは想定していなかったということである。これは、これまでの専決権付与や管理職の権限拡充の流れを見ると一目瞭然である。一例として、学校教育法一部改正の3年前に出された「学校の組織運営の在り方について（作業部会の審議のまとめ）平成16年12月20日
」の副校長に関する記述を見てみよう。そこでは以下のように書かれている。
（ア）学校運営を支える体制の整備
○　校長や教頭を支えるものとして、例えば教頭や教務主任などを副校長や副教頭として位置付け、これに一定の権限を委ねるような仕組みについて検討する必要があると考える。（中略）
○　教頭の役割を再確認し、その機能をより確固としたものとすることも大切であると考える。また、教頭の複数配置の一層の活用について検討することも考えられる。
つまり「校長や教頭を支えるものとして、例えば教頭や教務主任などを副校長や副教頭として位置付け、」と書かれていることから分かるように、（副校長に名称変化した）教頭の管理職としての権限を拡充する提案がなされているのである。そして、次の事項からも、それは教頭の役割を明確化させ、管理職の機能を強めるためであろうことが読み取れる。また、第2節第2項で説明したように実際に東京都では学校教育法一部改正以前から、副校長という名称の教頭に専決権を与えており、地方自治体も上記の形での実践を行って、一定の効果をあげていた
ことが分かる。このことからも、（1）専決権の付与は、これまで教頭を対象とした施策であったと言える。
では、これまでの流れと異なり、新しい職位として設置された副校長に専決権が付与されると、つまり（1）と（2）が同時に規定されるとどのような問題が起きるのか。それは、従来の教頭の位置づけが非常に曖昧となり、副校長と併置された教頭が学校運営にどう関わるべきか分からず、学校現場が混乱してしまうということである。第1節表1で示したように、副校長は教頭の上司に当たると法的に定められてはいるものの、副校長と併置した際に教頭がどのような権限を持つのかは全く触れられていない。このため、突如権限の拡充対象でなくなった教頭が、副校長とともにどう学校運営に携わっていけばいいか非常に不明確なのである。事実、教頭と副校長の違いが不明確であるという構造的な問題は、運用と直接的に関連づけられていないものの、榊原
や市原
をはじめとした、多くの研究者によって指摘されている。そして、副校長と教頭を併置している岡山県では、実際に副校長の設置後に、副校長と教頭の職務権限の曖昧さから現場の混乱が生じていることが分かる
。このことを踏まえると、これまでの（1）専決権付与の対象が教頭だったのにもかかわらず、あえて後から教頭とは別個に（2）新しい職位として設置した副校長に専決権を付与したという法規上の不整合が、副校長職を運用する際に教頭の位置づけの不明確さを引き起こし、学校現場で問題を生じさせる可能性が高いことが分かる。
そして筆者は、多くの地方自治体は上記のようなさらなる学校現場の混乱が生じることを懸念して、副校長という職を運用していない可能性が高いと判断した。例えば、現在主幹教諭のみを設置している愛知県では、実は県議会で主幹教諭とともに管理職としての権限を拡充した副校長職の導入も検討していた。しかしながら、校長と教頭の間に新しい職位を設置すると業務分担が分かりづらくなるという批判があり、結果的に副校長を設置しなかったという流れがあったことが県議録から読み取れる
。これは、島根県も同様である
。つまり、主幹教諭のみで副校長職を運用しない地方自治体は、法規上の不整合から、運用後に学校現場で生じる問題を懸念しており、そのせいで職を運用していない可能性が高いということである。
　このように、主幹教諭のみを設置している地方自治体が副校長という職を運用していないのは、職が有する法規上の2つの特徴が相容れないために、学校現場で生じてしまう混乱を懸念しているからだろうと考えられる。では、運用のリスクを冒してまで、（2）新しい職位の設置を副校長に含める必然性はあったのだろうか。そこで、それ以前の学校重層化に関する議論を見てみたものの、そこでは管理職と一般教員をつなぐ主幹教諭や指導教諭などミドルリーダーの存在が求められてはいるが、副校長という職を用いて学校を重層化させようというアイディアは存在していなかった可能性が高い
。つまり、第1節第2項で述べたように、いじめや不登校の問題から学校の機動性を高めるため重層化は希求されてはいたが、それはあくまで管理職と一般教員の間に立つ主幹教諭や指導教諭を設置するという要望にすぎなかったということである。そのため、副校長職に長年期待されていたのは（1）専決権の付与であり、それと相容れない（2）の規定は長い間学校現場から求められていたものではないと考えられる。
では、一体なぜこのような2つの規定が副校長職になされることになったのか。この疑問を持ったまま、本章へと進んでいきたい。
●1章　本研究の目的及び検証方法の提示
第1節　序章のまとめと筆者の主張
　本研究の目的を提示する前に、これまで序章で述べてきたことに関して簡単なまとめを行い、論の流れを確認したい。
　まず、序章第1節では、2008年の学校教育法の一部改正によって副校長という職が導入されたことを示した。そして学校教育法の条文から、校長の補佐機能を強化するための「（1）専決権の付与」、及び学校組織を重層化させるための「（2）新しい職位としての設置」という2つの法規上の特徴を副校長職が持っていることを確認した。
　しかしながら、序章第2節で見てきた通り、多くの地方自治体が副校長を設置しておらず、職が運用されていないという実態がある。これは学校の規模に応じた結果というわけではなく、多くの大規模校でも設置されていないということが分かる。　　　
そこで、こうした副校長職の運用状況がなぜ起こっているのかについて、序章第3節では検討してきた。すると時間的要因や教職員定数の問題以上に、序章第1節で述べた副校長職が有する法規上の特徴（1）専決権の付与（2）新しい職位としての設置という2つが相容れないことが、職の運用時に現場の混乱を生じさせ、運用の支障となっているだろうことを示してきた。ここでいう「相容れない」とは（1）の専決権の付与はもともと（副校長に名称を変化した）教頭を対象としており、教頭とは別個で（2）新しい職位として設置した副校長に行うことは想定しておらず、その結果、運用の際に従来の教頭の位置づけが曖昧となり、現場の混乱を招いてしまうということである。
　ここまでが序章で述べてきたことであるが、これを受けて、筆者は「なぜ副校長という職に（1）専決権の付与に加えて、（2）新しい職位としての設置という相容れない規定がなされてしまったのか」という疑問を持った。この疑問は「(2)の規定案がどういう経緯で現れたのか」ということではなく、「どうして（2）の規定がそのまま副校長職に付与されてしまったのか」ということを意味している。なぜなら、どういった経緯で(2)の政策案がでてきたにせよ、2つの規定がなされれば、序章第3節で述べたような混乱が生じることは職の規定を検討する時点で十分予測可能であり、政策策定段階で未然に防ぐことができた可能性が高いと考えるからである。事実、現場の教頭も副校長の導入前から、今後の教頭職の位置づけに不安があると述べており
、政策策定段階でこういった懸念や異なる見解を取り入れて規定を検討していれば、少なくとも現在の職の形骸化は防ぐことができたように思える。
　こういった疑問から、筆者は副校長職の政策案がどういう経緯で法制化されたかという副校長職の政策策定過程に関心を持った。だが、副校長職の政策策定過程に関する研究はこれまで行われておらず、非常に不透明であることが分かった。そこで、筆者は本研究を通して、どういった経緯で副校長職の政策策定が行われたのかを分析し、そこに問題つまり「政策策定過程の一方向性」があったのかを明らかにし、副校長職の政策策定過程が孕む問題点を指摘したいと考えた。
次節では、このような筆者の考えを改めて研究目的として提示し、その検証方法や流れを説明していきたい。
第2節　本研究の目的と検証方法の提示
　前節を踏まえ、本研究では、副校長職が運用されていない背景には、副校長職にかかわる政策策定過程の一方向性があるだろうことを指摘したい。
　まず、言葉の定義として「政策策定過程の一方向性」は「現場側のアクターが政策策定過程に実質的に参加できておらず、一方的に政策策定が行われていること」ことを意味している。
以下で検証方法について詳しく説明していきたいと思う。
まず前提として、本研究は教育ガバナンスの視点から、副校長職の政策策定過程を明らかにし、その問題点を指摘するものである。ここでいう「教育ガバナンスの視点」とは、「教育政策形成に参加するアクターを、文科省などのガバメントに限定せず、多数のアクターの調整や交渉によって政策が練り上げられる過程を捉える枠組み
」であり、その背景には「教育政策形成過程においては多様なアクターの存在があり、その相互作用の中で政策が形成されるべきだ」という考えが存在する。この考え方は極めて一般的なものであり、筆者も賛同している。そのため、筆者が副校長職に関する政策策定過程を見ていく大きな視点としては「副校長職の政策策定が多様なアクターの相互作用を介して行われたことなのか」というものであり、「相互作用がなく一方的に政策策定が行われていること」を問題がある状態と捉える。
しかし、研究上で扱えるアクターの数には限界があるため、今回は副校長職の政策策定に関わった3つのアクターに限定して論を進めていく。そして、序章までの流れを踏まえて、筆者は特に「教頭」の政策策定への参加に重きを置き、「教頭」が「政策策定に参加できているか否か」を問題であるか否かの判断基準としていく。これには2つの理由がある。まず序章で述べたように、教頭はこれまで権限拡充の対象だった存在であり、副校長職の導入に最も強い影響をうけることは明白であり、実際に現在も問題の中心にいることが分かる。これゆえ学校現場の当事者として、政策策定に関わるべき存在であると考えられる。加えて、教頭は副校長職の導入前から今後の教頭職の位置づけに懸念を示しており
、もともと副校長職がもつ法的規定の不整合に気づいていた可能性が高く、今回の副校長職の規定に関して異なる意見を持っていた可能性が高い。このためこういった「教頭」の副校長職に対する異なる見解を取り入れることが、政策策定の相互作用において重要であると考えられた。
しかしながら、実質的に直接個々の教頭が政策策定に関与することは難しい。このため、本研究では職能団体を介した政策関与を扱っていこうと思う。具体的には、「全国公立学校教頭会」という現在約3万人の教頭が加盟している職能団体をアクターとして定めることとする。次章で詳しく説明するが、全国公立学校教頭会は、現職教頭に関する調査研究に力をいれ、同時に政策提言に積極的な職能団体である。そのため、この職能団体を学校現場の教頭の意志が反映された「現場側のアクター」として定め、「全国公立学校教頭会（現場側のアクター）が政策策定に参加できていないこと」を教育ガバナンスの視点からみて問題だと捉える。もちろん筆者も、現場側のアクターを1つに限定してしまうと、検証の妥当性が下がってしまうことは理解しているが、その点は了承していただければありがたい。また、この「参加」という言葉は、次章で全てのアクターの説明を行ったのちに改めて説明するが、「政策策定において意見を述べる機会があること」及び「その意見が政策に取り入れないまでもその後の審議上で取り扱われること」を意味している。
そして、その他のアクターには政策策定そのものに強く関与したと考えられる「中央教育審議会」及び「教育再生会議」を設定し、これらと「全国公立学校教頭会」が政策策定にどうかかわっているのかを見ていきたいと思う。これらのアクターの概要や理論上の関係性などは、次章で詳しく見ていくのでそちらを参照してほしい。
最後に、副校長職に関する政策策定過程が何を指すのかを、ここで明らかにしておきたい。筆者が述べる副校長職の政策策定過程とは、「学校教育法一部改正議論」のことを指す。ここでいう学校教育法一部改正議論とは、教育三法改正の改革主体である教育再生会議が設置された2006年10月18日以降の、学校教育法一部改正に関しての主題を扱った審議を指す。序章でも述べた通り、副校長導入は学校教育法一部改正によって可能となったものであるため、副校長職の規定に関する審議は、この中で扱われている。このような政策策定過程を知るために筆者が用いた資料は、下記の通りである。前節で述べたように、副校長職の政策策定過程を詳しく分析している研究は存在しないため、議事録や審議まとめなどを参考として、その経緯を細かく検討していった。

第3節　検証の流れ
前節で述べた検証方法を踏まえ、ここで「副校長職が運用されていない背景には、副校長職にかかわる政策策定過程の一方向性があるだろう」という本研究の目的を検証していく流れを確認しておきたい。
まず、序章までの段階で、副校長職が運用されていない一要因には、副校長に相容れない2つの規定がなされてしまったことがあると示してきた。それを踏まえた上で、次章からはそういった2つの規定が付与されてしまった背景に、政策策定過程の一方向性があるだろうことを示していく。
第2章では3つのアクター「全国公立学校教頭会」、「中央教育審議会」、「教育再生会議」の概要を述べ、それらの政策策定における関係性を示しておく。そして、「全国公立学校教頭会」が政策策定に関与できているとは、どのようなことを指すのか、政策策定過程を考えるうえでの観点を明らかにする。
そして、第3章からは具体的に副校長の政策策定過程を見ていく。まず、第3章第1節では、教育再生会議がはじめて副校長に「新しい職位として設置する」という政策案を出していること、加えてその政策案は現場側のアクターが参加してつくられたものではなく、全く別の観点から考えられたものであるだろうことを示す。また、第3章第2節では、その教育再生会議による政策案がどういった審議過程を経て実現に至ったのか概観し、その政策案が教育制度分科会及び初等中等教育分科会で審議されているにもかかわらず、そのままの形で採用されている事実を指摘する。
これを踏まえて、第4章ではその分科会での審議過程に、現場側のアクターがどう関与しているかを検討していく。まず、第4章第1節では分科会の審議経過を概観し、形式上はヒアリングなど、現場側のアクターが政策策定に参加する機会が存在したことを確認する。次に、第4章第2節では、ヒアリングの際に全国公立学校教頭会が述べた意見を確認し、そこで全国公立学校教頭会は「新しい職位としての設置」を望まないという主張をした可能性が極めて高いことを明らかにする。しかしながら、その意見はその後の議論で全く取り上げられておらず、ヒアリングでの意見が中教審に反映されていないことを第4章第3節で指摘する。
最後に、終章第1節ではこれまでのまとめを行い、一見審議は現場側のアクターが参加しているように思えるものの、実質的には参加できておらず、政策策定過程の一方向性が存在したことを示したい。
●2章　3つのアクターの概要とその関係性
第1節　各アクターの概要
第1項　全国公立学校教頭会
　政策策定過程を見ていく前に、本節では、本研究で定めた3つのアクターの概要を説明していこうと思う。
では、早速だが「現場側のアクター」として定めた全国公立学校教頭会の説明に移っていきたい。全国公立学校教頭会（以下、全公教と表記）とは、各都道府県の公立学校副校長会・教頭会51団体で組織し、2013年4月時点で全国公立小・中学校の教頭及び副校長29,334名が加盟する職能団体である。全公教のHP
には、その活動目的として、「政策提言能力を備えた職能研修団体として、副校長・教頭の資質を高めるための研修を推進し、地位向上を図るとともに、教育の向上発展に寄与すること」と書かれている。事実、全公教は文部科学省との連携を密にしており、教育施策についての行政説明への参加、中教審特別部会での意見発表など、職能団体組織として様々な提言を行っている。
　これに加えて、全公教は研究活動に非常に力を入れているという特徴を持つ
。30年以上にわたり組織的な協働研究を行っており、その柱の一つには「教頭の職務内容を明確にする」というものも含まれる
。つまり教頭が法制化される以前から現在まで、教頭が学校においてどのような役割を果たしていくべきかを独自に研究し、政府を含めた公的機関にその研究成果を提示してきたのである。また、その研究のために教頭及び副校長の個人調査を毎年実施しており、現場目線からの課題設定を行っている点も注目すべき点である。
このように、全公教は多くの教頭及び副校長が加盟する職能団体であり、現場目線からの職務研究や政策提言を行う積極的な組織であることが分かる。このことから、全公教は現職教頭の考えを反映した主張を行っている可能性が高いと考え、本研究では政策策定に関わるべき「現場側のアクター」として用いていこうと思う。
第2項　中央教育審議会
　中央教育審議会（以下、中教審と表記）は、中央省庁等改革の一環として、旧文部省に設置されていた中央教育審議会を母体としつつ、生涯学習審議会、理科教育及び産業教育審議会、教育課程審議会、教育職員養成審議会、大学審議会、保健体育審議会の機能を整理・統合し、2001年1月6日に、文部科学省に設置された文部科学大臣の諮問機関である
。中教審は、文部科学大臣の諮問に応じて教育の振興などに関する重要事項を調査審議すると定められている（文部科学省組織令第86条）。また、教育制度分科会、初等中等教育分科会、生涯学習分科会、大学分科会、スポーツ・青少年分科会と呼ばれる5つの分科会が設置されている。加えて、中教審の委員は、30人以内学識経験を有する者で組織され、任期は2年となっている。委員の任命方式に関しては、教育政策の策定主体である文部科学大臣が任意に任命できることとなっている。その点が諮問機関として適切であるのかは今もなお議論が続けられているものの、もともとの構想理念である「民主的な教育の完全な実施と国民文化の向上をはかる」ということを目指して政策策定に関わっている。
　このように、中教審は文科省の諮問機関であり、重要政策が民主的立場に即したものになるよう調査及び審議を行う機関であると言える。このため、本研究でも政策策定において、現場側との間に立つ重要なアクターとして捉えている。
第3項　教育再生会議
　次に、教育再生会議は、2006年10月に閣議決定によって内閣に設置された、内閣総理大臣、内閣官房長官、および文部科学大臣の他、内閣総理大臣によって任命された有識者から構成する合議制の機関である。閣議決定においては、「21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、教育再生を図っていくため、教育の基本にさかのぼった改革を推進する必要がある
」ので、「このため内閣に『教育再生会議』を設置する
」とされている。つまり、教育再生会議は、教育再生のための教育の基本にかかわる改革の推進機関と位置づけられており、2007年の副校長職に関する政策策定にも中心的にかかわっていると考えられる。
　また、教育再生会議は、2006年10月25日に開催された第2回本会議において、第一分科会「学校再生分科会」、第二分科会「規範意識・家族・地域教育再生分科会」および、第三分科会「教育再生分科会」の3つの分科会を設置することを定めている。
　この教育再生会議は合議制ではあるものの、周知のとおり政治主導の審議という批判が多々なされている
。教育に関する首相直属の審議機関は決して目新しいものではないが、臨教審や教育改革国民会議などと比べて、教育関係者が少ないこと、首相や官房長官、文部科学大臣が会議のメンバーであること、そして会議を開催するのが首相という点で非常に首相主導の色彩が濃い会議であるという特徴を持つ。　　
そのため、本研究では、教育再生会議を政治色の強い「政策決定アクター」としてとらえている。ここで「政策策定」ではなく「政策決定」としたのは、実質的な教育政策決定主体である文部科学大臣がメンバーに含まれるからである。
第2節　3つのアクターの関係性の提示
　次章から実際に副校長職の政策策定過程を検討していく前に、前節で説明した3つのアクターが理論上どういう関係におかれているのかを説明し、その上で筆者が述べる現場側のアクターである全公教が政策策定に「参加」できていたのか否かを考える観点を先に示しておきたい。
そこで、まず3つのアクターの政策策定における関係性を以下の図1にまとめ、それについて詳しく説明していきたいと思う。まず、前節を踏まえて、文部科学大臣が属する「教育再生会議」が政策案作成および政策決定を行えるアクターであると定義した。しかしながら、一部例外はあるものの、一般的に作成された政策案を法制化するためには、「中教審」での諮問を経る必要がある。つまり、政策案の諮問という形で、中教審が政策策定に関われることとなる。次に、その中教審の審議の中で、実際に政策が実施された場合に影響を受ける現場側のアクター、つまり本研究の場合は「全公教」であるが、中教審にその政策案について意見を述べることができる。そして、そういった意見を踏まえた上で、複合的な視点から中教審が政策案を改めて審議し、その諮問された政策案に対して答申を行い、それをもとに政策決定アクターである教育再生会議がその政策案を実施するか否かを判断することができる。
　また、教育政策の策定過程では教育の中立性を保つために、政治側の意図が一方的に反映された政策にならないようにすることが大切である
。そのため、図の中央あたりに「政治側」「非政治側」と記して、各アクターがどちらの側にいるのかを分かりやすく提示した。具体的には、政治色の強い「教育再生会議」を政治側に、そして非政治側「中教審」「全公教」を位置づけ、非政治側が政治側の意図が一方的に反映されないよう抑制すべき立ち位置にあることを明確化させている。
　それでは、この図1に示した関係性を踏まえて、本研究で「全公教が政策策定に参加できていたのか否か」を判断する観点を3つ示したい。第1に、どのアクターが副校長職に「新しい職位としての設置」という政策案を出したのか、そして、その政策案作成自体に現場側のアクターが関与しているのかという点である。次章の内容を先に述べておくと、政策案を出したのは実質的に教育再生会議であるため、その後現場側のアクターがどう政策策定の審議に参加できるかも重要となる。そのため第2のポイントとしては、その政策案が中教審に諮問されており、それに現場側のアクターである全公教が何らかの形で意見を述べる場が存在したのかということである。そして、第3に全公教が述べた意見がその後の審議過程に取り上げられているかという点である。このことから分かるように、筆者の用いる「参加」という言葉は、「政策策定において意見を述べる機会があること」及び「その意見が政策に取り入れないまでもその後の審議上で取り扱われること」を意味している。
では次章から、この理論上の関係性や3つの観点を念頭に置いた上で、実際の政策策定過程を見ていきたい。
【図1　各アクターの関係性（理論上）】
第3章　副校長職と「新しい職位としての設置」
第1節　教育再生会議と「新しい職位としての設置」
第1項　教育再生会議第一次報告と「副校長の新設」
　では、本章から副校長職の法的規定をめぐる政策策定過程を、具体的に分析していくこととする。その上でまず明らかにせねばならないのは、「副校長を新しい職位として設置する」という政策案がはじめて付与されたのはどの時点なのか、そして誰（どのアクター）がどういう意図でその政策案をだしたのかということであろう。なぜなら、序章で述べてきたとおり、学校教育法一部改正議論までの副校長職に関する議論では「教頭を副校長に名称変化させ、専決権を付与する」という案のみがだされており、「新しい職位として設置した副校長に、専決権を付与する」という政策案は存在していなかった可能性が極めて高いからである。そのため、学校教育法一部改正議論のどの時点で誰がどういう意図でその政策案を出したのかを知ることは非常に重要なことである。
　そこで、まず筆者は学校教育法一部改正議論に関する答申や審議報告（詳しくは1章の検証方法を参照）を検討することとした。すると、そのアイディアがはじめて提案されたのは、事実上の学校教育法一部改正の契機となった教育再生会議第1次報告「社会総がかりで教育再生を～公教育再生への第1歩～
」の中であるだろうことが分かった。第一次報告の本文には副校長に関して、「国は、学校に責任あるマネジメント体制を確立するため、学校教育法等を改正し、副校長、主幹等の管理職を新設し、複数配置を実現することにより、学校の適正な管理・運営体制を確立する。
」と書かれている。つまり、ここで「新設」という言葉が用いられ、「副校長を新しい職位として設置する」というアイディアが加わったのである。ちなみに、この「新設」という言葉に関しては、この本文からだけでは「教頭とは別個の新しい職位として設置」を意味するかは読み取れないが、その後の議論の流れ及び主幹教諭と並列で書かれていることから、「新しい職位として設置」を意図していることは間違いないであろう。
　このことから、「新しい職位としての設置」という規定をはじめて副校長に加えたのは「教育再生会議」であり、突如学校教育法一部改正議論からその政策案が加わったということが分かる。では、これまで副校長は「教頭の名称変化」を前提としていたにもかかわらず、どういった意図から、そのような規定が加えられたのか。その点を、第一次報告作成までの会議録から次項で読み解いていきたい。
第2項　第一次報告会議録から見る「副校長の新設」
　第一次報告で突如提案された「副校長の新設」つまり「新しい職位としての設置」は、どういった議論を経て付け加えられたものなのか。そこで、筆者は第一次報告が作成される2007年1月24日までの教育再生会議の会議録
に目を通すこととした。だが先に結論を述べると、この「副校長の新設」に関しては残念ながら十分な議論がされていたとは言い難く、その意図を完全に読み取ることは不可能であった。なぜなら、そもそも副校長職について議論していたのは、教育再生会議に設置されている学校再生分科会（第1分科会）の第2回会議のみであり、その他では全く触れられていなかったからである。
しかしながら、学校再生分科会第2回会議の議事録
から、少なくとも「新しい職位の設置」は教員処遇という全く別の観点から学校の重層化を望んだものであり、そこでの政策案は専決権の付与や教頭の権限拡充などこれまでの流れを踏まえたものではないことが分かる。なぜなら学校再生分科会で「あと一律の校長・教頭・教諭しかいないところに、副校長とか主幹とか、指導的な教員の新しい職をつくったらどうかといったことが提言されているところでございます。
」という発言がなされているのは、教員の処遇に関する議題の部分であるが、その際に校長の補佐機能や専決権の付与などには一切触れていないからである。関連資料
を見てみても、「良い教員に対して処遇面で優遇を行うために、副校長や主幹の職を設け、指導力ある教員がこれらの職につくようにする」といったことのみが述べられ、今まで副校長職にどういった議論がなされていたかは触れられていない。このことから、第一次報告までの会議録を見る限り、教育再生会議は全く別の観点から「副校長の新設」を掲げているものの、これまで副校長職に対してどういった議論がなされてきたのか、つまり「専決権の付与が副校長に名称変化をした教頭を対象としていた」ことなどを踏まえているとは考えづらい。加えて学校再生会議では職能団体へのヒアリングや意見公聴会も実施しておらず、この政策案が現場側のアクターを含めた複合的な視点でつくられたものである可能性は極めて低い。
次節では、こういった教育再生会議の「新しい職位としての設置」という規定が法制化されるまでの流れを概観し、そこに現場側のアクターが政策策定に参加する余地はあったのか見ていきたい。
第2節　第一次報告以降の副校長職の審議過程
　前節では、教育再生会議が教員処遇といった全く別の観点から「新しい職位としての設置」という提案をしているものの、その提案がなされるまでに、これまで行われてきた専決権の付与に関する議論などとの整合性は検討していないだろうことを示してきた。本節では、こういった一方的な政策案が、実際に法制化されるまでにどういう審議が経ていたのか時系列に沿って概略を示し、その後の審議過程について言及しておきたい。
まず先ほど述べたように、事実上「新しい職の設置」という政策案がはじめて提案されたのは、2007年1月24日の教育再生会議第一次報告
の中である。この報告には「副校長を新設」と書かれており、これまでの副校長職にまつわる議論を踏まえないまま「副校長職を新しい職位として設置する」という提案がなされている可能性が高い。
しかしながら、こういった副校長職の規定がそのまま法制化されたわけではない。なぜなら、学校教育法を含む教育三法の改革案がその後中教審に諮問され、内容を検討されているからである。具体的には、2007年2月6日に文部科学大臣からの審議要請を受け、中教審はその後1か月間各分科会で学校教育法を含む教育三法の改正について集中的な審議を行っている。その中で「副校長職」の法的規定に関して審議を行ったのが、中教審に設置されている「教育制度分科会」及び「初等中等教育分科会」の2つの分科会である
。その後の流れとして、中教審は同年3月10日にその審議結果をまとめたものを「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について（答申）
」として提出している。しかしながら、この答申でも、教育再生会議の政策案がそのままの形で採用され、副校長に「新しい職位としての設置」の法規上の特徴が加えられているのである。学校教育法一部改正に関しては、この答申以降、実際の改正までほとんど変更が加えられていないため、この答申の内容が実質的に現在の副校長職の規定を定めた原案となっていると考えられる。
この過程を踏まえて、筆者は中教審に設置された「教育制度分科会」及び「初等中等教育分科会」でどういった審議が行われていたかを詳しく検討していく必要があると考えた。なぜなら、そこでの審議を経ても、教育再生会議が突如提案した「新しい職位としての設置」という規定がなされたままであることから、ここに何かしらの問題があると予想されるからである。もちろん、現場側のアクターが参加して審議した結果、そのままの規定を採用したのであれば問題はないだろうが、果たしてそういったプロセスが踏まれていたのだろうか。
そこで、次章からは中教審が設置する分科会の審議で、現場側のアクターが政策策定に参加しており、そのうえで副校長職の「新しい職位としての設置」という規定が取り入れられたのか、「教育制度分科会」及び「初等中等教育分科会」の審議過程を検討していきたいと思う。
第4章　中教審の分科会における審議過程とその課題
第1節　教育制度分科会及び初等中等教育分科会における審議過程
　本章では、中教審の分科会である教育制度分科会及び初等中等教育分科会において、どういった審議がなされていたのか、そして、そこで現場側のアクターである全公教が政策策定に参加できていたのかを検討していきたい。
まず、本節では副校長職の規定に関する審議を行った教育制度分科会及び初等中等教育分科会における審議過程を概観しておきたい。審議過程をまとめると、以下の表3のようになる。ここから読み取れるように、1か月という短い期間ではあるが、2つの分科会では合同会議を5回とヒアリングを1回実施していることが分かる。ヒアリングには、本研究で現場側のアクターとした全公教を含む30の団体（巻末資料1参照）が参加しており、この審議過程を見る限りでは、様々なアクターが政策策定にかかわって政策案を審議しており、一方的に政策が策定されたようには思えない。しかしながら、ここから分かるのはあくまで形式的な情報に過ぎず、議題を見てもそれが副校長職にまつわるものなのかは定かでない。
そこで、次節からは現場側のアクターである全公教が関わった中教審のヒアリングの内容及びそれがその後の審議過程にどういう影響を及ぼしたのかについて詳しく検討していく。
【表3
 教育制度分科会及び初等中等教育分科会の審議過程】
	会議名
	日時
	議題

	教育制度分科会（第18回）・初等中等教育分科会（第48回）合同会議
	平成19年2月16日（金曜日）19時～21時
	（1）学校教育法の改正について
（2）教育職員免許法等の改正について
（3）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正について
（4）その他

	教育制度分科会（第19回）・初等中等教育分科会（第49回）合同会議
	平成19年2月21日（水曜日）18時～21時
	（1）教育職員免許法等の改正について
（2）学校教育法の改正について
（3）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正について
（4）その他

	教育制度分科会（第20回）・初等中等教育分科会（第50回）合同会議　
	平成19年2月25日（日曜日）13時～16時30分
	（1）「今後の教員給与の在り方について」（答申案）について
（2）学校教育法の改正について
（3）教育職員免許法等の改正について
（4）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正について
（5）その他

	教育制度分科会・初等中等教育分科会（合同懇談会）
	平成19年2月28日（水曜日）10時～16時30分
	（1） 関係団体からのヒアリング
※全公教を含む30団体
（2）その他

	教育制度分科会（第21回）・初等中等教育分科会（第51回）合同会議　
	平成19年3月3日（土曜日）14時～17時
	（1）関係団体から寄せられた意見について
（2）一般の方から寄せられた意見について
（3）答申案の構成案について
（4）その他

	教育制度分科会（第22回）・初等中等教育分科会（第52回）合同会議　
	平成19年3月10日（土曜日）13時30分〜15時30分
	（1）「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について」（答申）（案）について
（2）その他


第2節　合同懇談会におけるヒアリングと全公教の主張
第1項　ヒアリングの意見書から読み取れる全公教の立場
　前節で示した審議過程の概略から、本研究で現場側のアクターと定めた全公教は2007年2月26日に行われた「教育制度分科会・初等中等教育分科会（合同懇談会）」に参加し、ヒアリングで意見を述べていることが分かる。本節では、まず全公教がヒアリングでどういった主張を行ったかを分析したのち、それが中教審のその後の審議にどの程度反映されているかを示していく。
では、早速全公教が副校長職の在り方について、ヒアリングで主張した内容を検討していこうと思う。しかしながら、残念なことに合同懇談会の議事録は公開されておらず、全公教が実際にどのような主張を行ったのかは知ることができなかった。だが、参加団体がヒアリングの際に提出した意見書は公開されていたので、本項ではその内容から全公教がどのような主張を行ったと考えられるかを推測していく。
　ヒアリングの際に提出された意見書
の要点をまとめると以下のようになる。（全公教の意見書の全文は巻末資料2を参照。）
【表4
 全公教の意見書の要点】
	全公教が副校長職に求める規定

	職の設置に関して
	・「必置の職※」として設置することを望む
※任意設置ではなく、必ず設置しなければならない職
・法令整備は地方自治体が行うのではなく、国が一律で行うべき（東京都の副校長職に言及）

	職の権限について
	・職務権限を明確化させる
校長の補佐や校務の整理に特化する職にし、教頭の規定にある「及び必要に応じ児童の教育をつかさどる」という条文は削除する


　意見書の内容を見ると、全公教は副校長の設置規定に関して現行のものとかなり異なる見解を持っていると分かる。まず、副校長の権限拡充を各地方自治体に任せるのではなく、国レベルで行うべきだと主張している。加えて、副校長という職は地方自治体が設置の有無を決める形式ではなく、必ず設置しなければならない必置の職として整備すべきだとしている。
　ここでポイントとなるのが、法令整備の部分で言及している「東京都方式」に対する全公教の考え方である。意見書には、「東京都等においては組織編制権に基づき、教頭を副校長と位置づけ裁量権を与えていますが、各地方自治体の取り組みに任せることなく、国として法令整備を行うことが大切であると考えます。
」と書かれているものの、それが肯定的立場かあるいは否定的立場なのかは、これだけで読み取ることは困難である。この東京都方式に肯定的であった場合、全公教の主張は副校長職を必置の職として、全ての教頭を副校長に置き換えるという形で職の運用がなされることを望んでいたということになり、本研究の要である「新しい職位」としての規定を副校長に望まないという主張を行った可能性が高い。しかし、否定的立場をとっていた場合、新たな解釈が必要となる。
そこで、この点を見極めるために、次項で全公教の機関誌『学校運営』で扱われている東京都に関する論文の内容を見ていくこととする。実際のところ機関誌に掲載されたものがどこまでその組織全体の考え方を反映しているかは不明であるが、少なくともその組織と全く逆の立場を掲載している可能性は極めて低く、判断材料として用いることは可能であると考えた。事実、政策策定過程を分析するうえで、曖昧な意図を探る際、機関誌などを判断材料とすることは、先行研究者
たちも実際に行っている。そのため、本研究もその手法をとっていきたい。
第2項　機関誌『学校運営』から推測する全公教の主張
前項を踏まえ、筆者は全公教の機関紙『学校運営』に掲載された東京都の副校長に関する論文を、2005年から現在まですべて検討することとした（詳しくは第1章第2節参照）。そして結論から述べると、全公教の機関誌『学校運営』の内容は一貫して、東京都方式、つまり教頭の名称変化による職の運用に肯定的であると言える。『学校運営』では、東京都が副校長導入を決定した2005年及びその2年後の2007年に「東京都の副校長」を主題とした論文

を掲載している。これらはどちらも東京都庁に論文の執筆を依頼したものであり、東京都の目線から副校長職の意義を肯定的な視点から述べたものである。また、同時期の学校組織制度に関する論文では「校長に対する補佐職性を主任レベルまでをも含めて捉え直した新たな補佐職性を教頭を中心に作り出すことが必要。校長の本来持っている権限の一部を譲渡されることによって、教頭としての教職員に対するリーダーシップ発揮のための条件も確保でき、学校の責任体制の拡充と共に、学校の教育力の向上を通して、学校の改善に効果的に機能するという仕組みを創り出すことになる」といった東京都の実施する副校長と主幹制度の在り方を念頭に置いた肯定的な意見が掲載されている。このことから、東京都方式、つまり「教頭を副校長に置き換えて専決権を与えること」には一貫して肯定的立場をとっていると言える。
これに加えて機関誌では、全国的に副校長職が導入されたあと、「なぜ、教頭とは別に副校長を置くのか、である。（中略）あえて、新しい職制を置く必然性はここからは見えてこない。
」といったような、新しい職位として規定されたことに対して疑念を投げかける記事を掲載していることも分かった。
これらの内容を踏まえると、全公教は教頭を副校長に置き換えて管理職としての権限を強化することには肯定的であった可能性が極めて高いと言える。このことから、前項で示した全公教の意見書では、「管理職としての権限が拡充された副校長職を、（新しい職位ではなく）現在の教頭を置き換える形で全国的に整備してほしい」ということを意味していると推測される。つまり、実際のヒアリングでも現場側のアクターである全公教は、これまで通り教頭を副校長に置き換える形の職の運用を望んでおり、「新しい職位」としての規定は望んでいないという主張を行った可能性が極めて高いと考えられるだろう。
第3節　合同懇談会以降の分科会での審議とヒアリングの影響力
　前節では、2007年2月26日に行われた合同懇談会のヒアリングにおいて、全公教が「新しい職位としての設置」という規定を望まず、これまで通り「教頭を副校長と位置づける形で副校長職が規定されるべきだ」と主張した可能性が極めて高いだろうことを示した。ではヒアリングが行われた後、合同分科会ではそのような意見を踏まえてどういった審議が行われたのだろうか。そこでヒアリング直後の「教育制度分科会（第21回）・初等中等教育分科会（第51回）合同会議」の会議録
を検討することとした。副校長に関して言及がなされた意見は巻末資料3に掲載してあるので参照してほしいのだが、ここでは副校長職を「新しい職位」として規定することの是非にはほとんど触れられていないことが分かる。また配布資料
に記述されている副校長職に関するヒアリング内容のまとめは以下のようになっている。
（2）副校長、主幹等の職の設置
・概ね賛成する意見が多かった。
（否定的な意見は、全日本教職員組合のみ）
・なお、賛成意見の中には 「副校長、主幹ともに現行の教員定数を上回ることが必要 「給与面での処遇が必要」など、定数や待遇の面での条件整備を同時に行うことを求めるものが多かった。
一応、上記の資料内や発言の中で「新たな職」の設置自体に反対団体があったことへの言及はあるが、これは全日本教職員組合（以下、全教と表記。）のことを指している。しかし全教の意見書
の内容を見る限り、これは副校長に限らず主幹教諭や指導教諭を置いて学校を重層化させること自体への反対であり、副校長職の規定に関する問題を主張していたというわけではない。そして、新たな職の設置に関する課題は教職員定数や処遇に関するもののみが挙げられており、副校長職の在り方つまり「新しい職位としての設置」の是非や問題点については検討すべき点とはされていないのである。これに加えて、その後行われた「教育制度分科会（第22回）・初等中等教育分科会（第52回）合同会議
」でも、副校長の規定に関する話は一度も出てこない。
　このように、分科会ではヒアリングを行っているものの、そこで現場側から意見されたであろう副校長職の「新しい職位」に関する規定の是非や職の在り方については、その後の審議で全く取り上げられていない。つまり、このことから全公教が実質的には政策策定に参加できておらず、政策策定が一方的に行われているということが示されたと言える。
一度ここで第3章及び第4章の流れをまとめておきたい。ここまで、副校長職の政策策定過程を明らかにしながら、その中で現場側のアクターである全公教がどういった形で政策過程に関与してきたかを検討してきた。第3章では副校長職を新しい職位として設置するという政策案をだしたのは教育再生会議であり、その政策案形成には現場側のアクターは参加しておらず、これまでの副校長職の在り方との不整合は検討していないだろうことが分かった。そして、その後中教審に諮問された政策案に関して、全公教が意見を述べるヒアリングという機会は存在したものの、今述べてきたように、その後の検討では全公教の見解はとりあげられておらず、実質的には政策策定過程に参加できていないことが見えてきた。また、第3章第2節で示した審議過程を踏まえると、この後に全公教が政策策定に参加できる機会はない。つまり、第2章で示した3つの観点から考えて、筆者が定義した「政策策定過程の一方向性」つまり「現場側のアクターが政策策定過程に実質的に参加できておらず、一方的に政策策定が行われていること」は、この段階で検証されたことになる。
しかしながら、一体なぜ副校長を「新しい職位」として規定することの是非に関して、その後の審議で取り上げられていないのだろうか。考えられる要因としては、副校長職の在り方が焦点の当てられづらいものとなっている、つまり当時学校教育法一部改正に関しては他にも教員評価などの様々な論争点があり、全公教以外は副校長職の在り方や規定の問題はさほど関心の的ではなく、ヒアリングでの印象が非常に薄いものであったということである。だが、全公教以外の29団体の意見書を見てみると、日本教職員組合（以下、日教組と表記）の「「副校長」については、職務分析を精緻に行ったうえで設けるかどうかを検討すべきという中教審「教職員給与の在り方に関するワーキンググループ」での意見や教育現場の実態を十分踏まえ、慎重に対応すべきである。
」や全国連合小学校校長会（以下、全連小と表記）の「このことに加え、学校経営をより効率的に進められるスタッフの設置は望ましいことである。東京都の場合、教育課程の適正な実施という観点から導入された、副校長、主幹は有効に機能している。
」といったように、20の団体で副校長職についての言及がなされている。また全連小の発言は、それまでの東京都で行われていた名称変化形式での副校長の在り方を前提としており、「新しい職位としての副校長職の規定」は意図していないようだ。一方、全公教や全連小とは逆の立場として、全日本教職員連盟は「例えば、教頭を副校長とするだけでは単なる名称の変更に過ぎないため、教育改善に向けての実効性は望めない。現在、教頭は教諭の定数内であり、多忙化している学校現場には一人でも多くの教諭が必要であり、副校長を導入するに当たっては教諭の定数の枠外として置くべきである。」といったように、運用面から定数改善を伴う名称変化ではない新しい職位の設置とすべきと述べている。このことから、少なくとも副校長職の「新しい職位としての設置」はヒアリングにおいて、様々な団体が異なる見解を述べていた可能性が高く、少なくとも今後の検討課題にはなりえるほどの焦点はあたっていたように思える。このように考えると、全公教のような現場側のアクターの意見が、その後審議で取り上げられなかった事実は分かったものの、その理由はかなり不透明である。そして、これは直接的に審議録から読み取ることはできなかった。
この点に関しては、一度終章で仮説検証全体の流れをまとめたのちに、検証の中では扱えなかった副校長職の政策案に関する中教審の見解も踏まえ、示唆の中で触れていくこととしたい。
●終章　本研究のまとめ
第1節　仮説検証のまとめ
ここで、本研究のまとめとして、これまで行った検証を序章の内容を含めて再度振り返りたいと思う。
まず序章では、副校長という職が現在多くの地方自治体によって運用されていないということを示した。そして、副校長職が運用されていない要因として、副校長職が持つ（1）専決権の付与と（2）新しい職位としての設置という二つの法規上の特徴が相容れないことがあると指摘した。ここでいう「相容れない」とは（1）の専決権の付与はもともと（副校長に名称を変化した）教頭を対象としており、教頭とは別個で（2）新しい職位として設置した副校長に行うことは想定しておらず、その結果、運用の際に従来の教頭の位置づけが曖昧となって現場の混乱を招いてしまうということである。しかしながら、第1章で副校長職の導入前の段階で既に教頭を含む学校現場からも教頭の位置づけに関する懸念の声があったことから、そういった現場の声などをとりいれず一方的な政策策定だったことが、相容れない規定が付与される要因となったのではないかと考え、これまで研究されていなかった副校長職の政策策定過程を教育ガバナンスの視点から実際に検討していくこととした。
次に、第1章と第2章では、本研究で用いた「教育ガバナンス」など言葉の定義や前提を明らかにした。そして、本研究では、政策策定に参加すべき現場側のアクターを「全国公立学校教頭会」と定め、「全公教が政策策定に参加できていないこと」を、「政策策定過程が一方向性」となっており問題がある状態だと定めた。またここでいう「参加」とは、「政策策定において意見を述べる機会があること」及び「その意見が政策に取り入れないまでもその後の審議上で取り扱われること」を意味している。
それを踏まえて、第3章からは、実際に副校長職の政策策定過程を、議事録などをもとに分析していった。そして、教育再生会議が副校長を「新しい職位」とする政策案を「教育再生会議第一次報告」ではじめて提案したということ、そしてそれは教員処遇のような全く別の観点からでてきた話であり、これまでの副校長職に対する改革案などを踏まえていないだろうことを明らかにした。しかし、同時にこの政策案が実際に法制化されるまでには、中教審の分科会での審議を経ていることを示し、その中で現場側のアクターである全公教が政策策定に参加できているか詳しく検討する必要性があることを述べた。
そこで、第4章で分科会の審議過程について見ていくと、形式上ヒアリングが存在しており、実際に全公教が意見を述べる機会があったということが分かった。しかしながら、全公教がヒアリングで「新しい職位としての規定は望んでいない」という主張を行った可能性が極めて高いものの、それが分科会でのその後の審議に全く取り上げられておらず、今後の検討課題にも入っていないことが分かった。この第3節及び第4節の内容を、第2節第2章で用いた図で示すと以下の図2のようになる。
このことから、副校長職の政策策定過程の一方向性、つまり「現場側のアクターが政策策定過程に実質的に参加できておらず、一方的に政策策定が行われていること」が副校長職の政策策定過程に存在していたことが明らかになった。そして、これは同時に、第1章の流れを踏まえると、副校長職に相容れない2つの規定がなされてしまった要因でもある可能性が高いと言える。そのことから、本研究の目的である「副校長職が運用されていない背景には、副校長職にかかわる政策策定過程の一方向性があるだろう」ことが証明されたこととする。
【図2　事実上の各アクターの関係性】
第2節　示唆及び残された課題
第1項　本研究の示唆
　ここでは、本研究を通して筆者がどのような主張を行いたかったのかを明確化させていきたいと思う。（筆者の根本にある主張が何なのかをなかなか定めることができず、検証からスムーズに示唆につなぐことができなかった。その点は今後の課題とさせていただき、示唆では筆者が本研究で何を主張したかったか及びどのようなことを考えたのか述べさせていただければ幸いである。）
　本研究を用いて、筆者が最も強く主張したかったこととは、「教育政策策定は多様なアクターによってバランスをとりつつ行われる必要がある」ということである。それを、政策策定が一方的に行われ、運用の問題を抱える副校長職という「事例」をもとに示していきたかった。
　副校長職の場合、序章で述べたように、もともと「専決権を持つ存在を学校現場に取り入れる必要性がある」という学校現場からのニーズを踏まえ、「教頭の権限拡充」を意図した政策案であった。しかしながら、後々加えられた教育再生会議つまり政府側の「新しい職位として設置を行いたい」という全く別の観点（教員処遇）からの政策意図が非常に強く入り込み、両方のニーズの整合性がとられないまま、2つの相容れない法的特徴が職に付与されてしまった。そして、その結果として職が運用されなくなり、政府側の意図も学校現場側からのニーズも反映されない状況になってしまっているのである。
　では、どうして政治側と学校現場側のニーズの整合性がとられなかったのか。これは、本来政治側と学校現場側の中立的立場にいる中教審というアクターが、政府からの強い財政削減の圧力を受けていたせいで、「新しい職位としての設置」を政治側の立場から必要としていたのが一要因であるだろう。実は、学校教育法一部改正会議が行われていたちょうど同じ時期に、中教審は政府から「教育財政削減」という強い圧力を受けていた。これは、政府が閣議決定した方針の中で、人材確保法の廃止つまり教育界に優れた人材を確保する目的で教員給与を優遇することをやめるべきだということが強く要求されていた
ことが関係するだろう。しかしながら、これに対して中教審は人材確保法の意義はますます重要として同法の廃止には強い抵抗を示していた
。そして、その代わりに「メリハリのある教職員給与」という教員の勤務実態に合わせて給与を差別化する提案を行い、その差別化を通して教育財政削減を行おうとしていたのである。だが、実質的に企業のように勤務時間や仕事量などにあわせて給与を差別化するのは非常に困難であることから、学校内を重層化つまり「新しい職位を設置」することで職級に応じて給与体系を築いていきたかったと推測される。そういった背景から、中教審は「新しい職位としての設置」を政治側から強く望んでおり、副校長職の政策策定においては著しく政治側の力が強くなっていたと考えられる。
　ここでもう一度筆者の考えを明らかにしておくと、筆者はこういった「新しい職の設置」が政治側から強く望まれたから問題だと考えるのではない。それが一方的に付与され、現場側からのニーズとの不整合が生じ、副校長職そのものが形骸化してしまったことを問題だと考えているのである。なぜなら、これは副校長職だけではなく、教育政策の根本にある問題であることだと考えるからである。つまり、教育政策は1つの意図によって作られているのではなく、様々な立場の人が複数の意図を反映させてつくられたものである。そのため、筆者は教育政策が複数の意図を反映しているからこそ、それらが不整合を起こさないよう、政策策定が多様なアクターによってバランスをとりながら行われるべきだと考えるのである。
　ただ、この「バランス」というのも非常に難しい問題であるだろう。当然のことであるが、政策策定を行う際に、全てのアクターの意志や考えを反映させることは、不可能である。これに関しては、まだ自身の中で考えがまとまっておらず、こうしたら良いということを現時点ではっきりと提案できないのだが、やはりその政策で一体どのような公共の利益を目指すのかという共通の価値規範を持てるよう、様々なアクターが合意形成を行うための場を設け、政策策定を行っていくことが大切なのではないかと考える。そうすれば、副校長職のような「運用されない職」つまり現実的に「実施できない政策」がつくられることが減り、教育改善につながる実効性のある政策がつくられるのではないだろうか。
非常にまとまりのない示唆になってしまい申し訳ないが、本研究を通して筆者が考えたことは以上のとおりである。
第2項　残された課題
　本研究の残された課題は、主に3点ある。1つ目は、政策策定過程分析の精密さが欠けている点である。本来ならば、どういう立場の誰がどんな発言を行ったのかを検証の中で細かく提示し、その上で各アクターのどういう立場や考え方が読み取れるのかを示すべきであった。2つ目は、「現場側のアクターが政策策定に参加すること」と「2つの相容れない規定がなされない」ということの因果関係まで証明していないということである。本研究では、前提として多様なアクターが政策策定に参加すれば、様々な合意形成の場を介して、政策が偏りや矛盾のないものとなることを前提としてしまっているが、正直なところそう言い切ることはできないため、その部分を筆者の中で詰めてから執筆を行うべきであった。3つ目は、各部分のデータに信憑性が欠ける部分が多いことである。例えば、序論の中で「副校長が別個に設置されて、教頭が混乱している」ということが、どれだけの地方自治体で起きているのかなど各部分の詰めが非常に甘く、全体的にただ筆者の主張を押し通す形になってしまっていることは否めない。これは、研究の根幹にかかわることであるため、より早い段階から筆者の考えをまとめ、精密な検証を行えるだけの余裕を持たせるべきであったと深く反省している。
●巻末資料
【資料1　ヒアリングの参加団体一覧】
・
全国高等学校長協会　　　　　　　　・     全日本私立幼稚園連合会
・
全国公立小中学校事務職員研究会　　・
全国連合退職校長会
・
日本教職員組合　　　　　　　　　　・
日本教育大学協会
・
財団法人　日本中学校体育連盟　　　・
日本労働組合総連合会
・
日本私立中学高等学校連合会　　　　・
全国連合小学校長会
・
全国都道府県教育委員長協議会　　　・
全国都道府県教育長協議会
・
社団法人　全国高等学校PTA連合会 ・
全国高等学校文化連盟
・
全国高等学校体育連盟　　　　　　　・
中核市教育長連絡会
・
社団法人　全国学校栄養士協議会　　・
全国公立学校教頭会
・
全日本教職員連盟　　　　　　　　　・   　全日本中学校長会
・
全国教育管理職員団体協議会        ・   　日本高等学校教職員組合
・
日本私立大学団体連合会            ・   　日本学校体育研究連合会
・
全国国公立幼稚園長会              ・   　全国市町村教育委員会連合会
・
全国特殊学校長会                  ・   　全日本教職員組合
・  　 全国公立高等学校事務職員協会　　　・
日本青年会議所        
・
全国養護教諭連絡協議会
【資料2　全公教がヒアリングに提出した意見書（副校長に関する部分を抜粋）】
「中央教育審議会 教育制度分科会・初等中等教育分科会における意見発表について」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年2月26日
全国公立学校教頭会　会長　松島　健治　　　　　　　　　　　　　
1・副校長職の設置について
　学校教育法第28条4項で「教頭は、校長を助け、校務を整理し、及び必要に応じ児童の教育をつかさどる」と規定されています。この規定から法制度上、教頭には、校長の補佐、校務の整理という2つの主たる職務と、児童・生徒の教育という副次的、補充的職務が予定されていることがわかります。しかし、その職務権限については、必ずしも明確ではありません。
　東京都等においては組織編制権に基づき、教頭を副校長と位置づけ裁量権を与えていますが、各地方自治体の取り組みに任せることなく、国として法令整備を行うことが大切であると考えます。
　また、教員評価システムの導入等、教頭にかかる負担は、ますます増大しています。教頭本来の職務は、学校のマネージメントです。学校教育法施行規則10条における、教頭の資格については第8条の校長の資格に準ずるとされました。民間人教頭の任用が可能になったことからも、「及び必要に応じ」の解釈については、授業を持つことが常態化したものではないととらえるべきであると考えます。
　本全国公立学校教頭会の調査によりますと、全国で、教頭の未配置校は小規模校を中心に約300校、学級担任をしている教頭は約600人に上っております。
　新聞報道によりますと、改正案では、校長－教頭に加えての、副校長その他の新しい職の設置は任意とのことです。しかしながら、副校長職の設置に当たっては、職務権限について法令による整備を図られるとともに、学校教育法28条「ただし、特別の事情のあるときは、教頭または事務職員を置かないことができる」、また4項における「及び必要に応じ児童の教育をつかさどる」との規定は削除し、必置の職とされることを望みます。
【資料3　教育制度分科会（第21回）・初等中等教育分科会（第51回）合同会議　
議事録】
（副校長について言及した意見を以下に抜粋）
◇発言者：淵上教育制度改革室長
・続きまして、副校長、主幹等の職の設置についてでございます。おおむね賛成する意見が多かった状況でございます。否定的なご意見は1団体のみということでございました。なお、賛成意見の中には、副校長、主幹ともに現行の教員定数を上回ることが必要、あるいは給与面での処遇が必要といった、定数や待遇面での条件整備を同時に行うことを求めるものが多かった状況でございます。
・新たな職の設置に関しましては、13番にございますように、副校長や主幹といった新しい職を設けることは現場に監視体制をつくるようなもので、また一般教員を忙しくするといったご意見がございます。
◇発言者：銭谷初等中等教育局長
・それから、新しい職を設けるわけでございますが、副校長、主幹、指導教諭の職にふさわしい給与体系についてさらに今後検討する必要がある、といったご意見があることを留意事項として記してはどうかと思っております。この点、さらに留意すべき事柄があれば、本日またご意見を賜ればと思っております。
◇発言者：寺崎委員
・留意事項、それから法案の概要のほうの副校長、主幹、指導教諭の職の設置、そしてふさわしい給与体系等について今後検討ということでございますが、主幹を設置することによって、今、一番厳しいと言われている教頭の負担を軽減することはかなり可能だろうと思うんですが、ここに書いてあるように給与体系等、つまり時数の軽減をしっかり行っていかないと、結果的にはまた主幹にさまざまな仕事がかかってきて、またなり手が出ないという状況が起きてきますので、ぜひ今後、検討のところにそういったことに関する条件整備をしっかり書き込んでいただきたいと思っています。よろしくお願いします。
◇発言者：植田委員
・2つ目でございますが、今、新しい職についてお話が出ております。副校長、主幹、指導教諭、それはそれでよかろうと思います。ただ、現場においては先生の数が足りません。これは定数法にかかわることで、ちょっとずれることだろうと思うんですが、平成14年度に学校週5日制が導入されたとき私の友達が言いました。先生はいいな、夏休みがある上に土日も休みか、それで給料は安定しておるのかと、うらやましがられました。現実はそうではございません。いろいろなところで声がありますように、ますます忙しくなるということです。
◇発言者：山崎中央教育審議会会長
・また、少し技術的な問題ですが、副校長や主幹その他を決めた場合、この労力に対して報酬をもって対応すべきだ、あるいはこういうところに人材が動いた場合、つまり一般の教育現場が手薄にならないように配慮せよというご意見も大変うれしいところでありました。これは文部科学省当局と私たちが手を組んで、内閣に要求していく問題だろうと思っております。
●参考文献
【書籍】
・安彦忠彦他『現代学校教育大辞典』、ぎょうせい、2002年。
・市川昭午『教育基本法改正論争史―改正で教育はどうなる』、教育開発研究所、2007年。
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・佐々木正治他『教育経営・制度論』、福村出版、2009年。
・佐藤博志他『学校経営の国際的探求―イギリス・アメリカ・日本―』、酒井書店、2012年。
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・伊藤雄一「講話 行政から見た副校長の仕事（その1）」、『東京都立高等学校副校長研究協議会研究集録・研究協議会報告』38、2011年、105-112頁。
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・江頭尚子「学校組織における分散型リーダーシップ ―高等学校における生徒の学校生活での行動および教師の組織変革への意識と行動に及ぼす影響―」、『日本大学大学院社会情報研究科紀要』12、2011年、291-302頁。
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・小川正人「教員給与見直し論議を教員勤務環境の改善方策に (特集 教員の勤務と給与はどうなる--メリハリをつけた適正な処遇の実現)」、『教職研修』35(11)、2007年、36-39頁。
・片岡徹「分散型リーダーシップ（distributed leadership）に関する一考察：学校経営研究における「理論と実践」の相互作用性の議論に注目して」、『東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢』26、2007年、29-36頁。
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●要旨
本研究は、「新たな職」の一つとして導入された「副校長職」を対象とし、その政策策定過程が孕む問題を教育ガバナンスの視点から考察するものである。
　2008年、副校長職が全国的に導入されたものの、現状ではその新しい職が十分設置されているとは考えづらい。長い間学校現場では、校長の補佐機能を高める専決権を持つ存在が求められていたにもかかわらず、新しい職は地方自治体によってほとんど運用されていないという状況がある。筆者は、このような職の運用状況に強い問題意識を持っている。
そこで、副校長職が運用されない理由を検討していくと、導入からの時間が浅いだけではなく、副校長職が有する2つの法的特徴が相容れないことによって運用に支障がでていることが分かってきた。ここでいう「相容れない」とは（1）の専決権の付与はもともと（副校長に名称を変化した）教頭を対象としており、教頭とは別個で（2）新しい職位として設置した副校長に行うことは想定していなかったということである。そしてその結果、実際に運用を行うと、従来の教頭の位置づけが曖昧となり、現場で混乱が起きて運用に支障が出てしまっている。しかしながら、こういった2つの法的特徴が相容れず、その後の職の運用に支障がでるだろうことは、導入時点から明らかなことであった可能性が高い。そのため、その不整合を生み出した政策策定過程に根本の問題があるのではと思い、教育ガバナンスの視点から副校長職の政策策定過程を明らかにしていきたいと考えた。
そこで、本研究では政策策定にかかわるべきアクターを「全国公立学校教頭会」と定め、実際に副校長職の政策策定過程に参加できているのか検討していくこととした。すると、まず教育再生会議が副校長を「新しい職位」とする政策案を「教育再生会議第一次報告」ではじめて提案したということが分かった。しかしながら、それは教員処遇のような全く別の観点からでてきた話であり、これまでの副校長職に対する改革の流れや現場側のアクターの意見を踏まえたものでないだろうことが分かった。だが、この政策案が実際に法制化されるまでには、中教審の分科会での審議を経ていることから、その中で全公教が政策策定に参加できていたか詳しく検討していくこととした。分科会の審議過程について見ていくと、形式上ヒアリングが存在しており、そこで全公教が意見を述べる機会があったということが分かった。しかしながら、全公教がヒアリングで「新しい職位としての規定は望んでいない」という主張を行った可能性が極めて高いものの、それが分科会でのその後の審議に全く取り上げられておらず、今後の検討課題にも入っていないことが分かった。
このことから、現場側のアクターが副校長職の政策策定過程に実質的に参加できておらず、一方的に政策策定が行われているという「政策策定過程の一方向性」という問題があり、それゆえに副校長職に相容れない2つの規定がなされてしまっただろうことを示した。
本研究の課題としては、各部分のデータの信憑性が弱いことや政策策定分析の精密性がないことなど、筆者の考えを大枠で示すにとどまってしまったことである。
【副校長職の政策策定過程分析で用いた主な資料】


　・教育制度分科会・初等中等教育分科会合同会議議事録


　　　・教育制度分科会（第18回～22回）


・初等中等教育分科会（第48回～第52回）


　・教育再生会議議事録　


　　　・総会（第1回～第5回）・学校再生分科会（第1回～第7回）


・各種答申及び審議まとめ


　・全国公立学校教頭会編『学校運営』


（2005年1月～2013年11月発行のもの：巻号46(10)～55(8)）


　　※本文の中で使用する際に、随時それぞれのURLなどはあげていく
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